




（別紙様式２号別添）

別添２ 都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

交付金 都道府県費 市町村費 その他

経営力の強化 担い手の育
成・確保

－ 岡山県 農薬飛散防
止普及活動
緊急支援

出荷停止日数０
日

・実証ほの設置
等重点普及活動
の実施
・先進地事例調
査等情報収集活
動の実施
・現地検討会・
研修会等の実施

出荷停止日数０
日

・実証ほの設置等重点
普及活動の実施
・情報収集活動の実施
・研修会等の実施

－ 1,900,000 1,900,000 0 0 0 － － 各地にドリフト
防止技術展示拠
点を設け意識啓
発が図られた。
今後は対象品
目・地域を広げ
る等、引き続き
推進を図る。

－ 岡山県 優良農地確
保支援対策
等

担い手への農地
の利用集積率を
14.1%から14.7%
に引上げ

・実証ほの設置
等技術導入推進
活動の実施
・先進事例調査
等情報収集活動
の実施
・現地検討会・
研修会等の実施

担い手への農地
の利用集積率
15.3%

新技術活用優良農地利
用高度化支援
・実証ほの設置等技術
導入推進活動の実施
・濃密な技術、経営指
導の実施
・先進地調査、シンポ
ジウム等への出席

－ 2,850,000 2,850,000 0 0 0 200% － 飼料用稲等の導
入による遊休水
田活用等、対策
が進んだ。引き
続き、水田及び
畑両面の遊休農
地対策を推進す
る。

－ 岡山県農業会
議

集落農地利
用調整事業

担い手への農地
の利用集積率を
14.1%から14.7%
に引上げ

・企画検討会の
開催
・優良事例、活
動事例の調査
・優良事例紹
介、相互研さん
会の開催
・優良事例集の
作成･配布

担い手への農地
の利用集積率
15.3%

・企画検討会の開催
１回
・優良事例集の作成配
布
(1)作成部数 250部
(2)配布先
農業委員会、県、普

及組織、全国農業会議
所

平成18年度
より継続

570,000 570,000 0 0 0 200% 市町村農業委員
会等に対し、担
い手への農地利
用集積などに関
する助言・指
導・協力等を徹
底し、農地利用
集積率の増加に
努めていきた
い。

関係機関で担い
手への農地利用
集積の推進の取
り組みを進めて
いるが、今後と
も取り組みを強
化し、農地利用
集積率の増加を
図っていきた
い。

- 岡山県 若者・女性
就農チャレ
ンジ支援

新規就農者（新
規参入者）を９
名育成する。

・各種研修会の
開催
・濃密巡回指導
・個別経営分析
の実施等

新規就農者（新
規参入者）を10
名育成した。

・各種研修会の開催
・濃密巡回指導
・個別経営分析の実施
等

－ 963,000 963,000 0 0 0 478% － 農業・農村の発
展と地域社会の
活性化のために
は、新規就農者
の確保・育成が
重要であり、引
き続き毎年の目
標が達成できる
よう推進する。

－ 岡山県 道府県農業
大学校等再
チャレンジ
活用推進

新たな研修教育
課程修了者の就
農者21名育成す
る。

他産業経験者等
の就農に向けた
技術の習得を図
るため、農業大
学校に「社会人
就農研修」コー
スを設置し、実
習や講義と先進
農家等現地視察
研修を組み合わ
せた実践的な研
修を実施する。

新たな研修教育
課程修了者の就
農者22名を育成
した。

他産業従事者、中高年
齢者等の就農促進に向
けた技術の習得を図る
ため、農業大学校に
「社会人就農研修コー
ス」を設置し、実習や
講義と先進農家等現地
視察研修を組み合わせ
た実践的研修を実施し
た。

－ 4,222,000 4,010,000 212000 0 0 105% － これまでの全研
修修了生の約
70％が新規就農
者となってお
り、継続的に目
標を十分達成し
ている。県民の
ニーズも高く、
引き続き事業の
推進をはかる。

合計 － － － － － － － － － 10,505,000 10,293,000 212,000 0 0 － － －

（注）１ 別紙様式１号の別添２に準じて作成すること。

２ 「都道府県による点検評価結果（所見）」には、都道府県としての事業実施主体ごとの目標達成状況に関する評価を記載するとともに、目標未達成の場合には改善措置の指導の必要の有無を含めた今後の改善指導方策を記載する。

３ 複数の項目を成果目標として掲げている場合、成果目標の達成率は、それぞれの項目の達成率の平均値とする。

４ 成果目標として定性的なアウトカム目標を設定している事業実施主体については「目標達成状況（Ｂ/Ａ）」欄は「－」とする。

負担区分（円）

その他参考
となる事項成果目標に対す

る成果実績
事業実績

事業費（円）
政策目的 政策目標

市町村名（ま
たは地区名）

事業実施主体

担い手への農
地利用集積の
促進

新規就農者の
育成・確保

都道府県による
点検評価結果

（所見）取組名 成果目標（Ａ） 事業内容（計画）

計画策定時 事業実施後（目標年度） 目標
達成
状況
Ｂ／
Ａ

事業主体等によ
る評価結果


